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３ 日本標準職業分類の適用に当たって留意すべき事項（抜粋）

（3）職業分類の適用に当たっては、統計の作成目的等に応じて、分類表の一部の分類項目
のみを使用することのほか、以下に示す一定の範囲で、細分類項目を設定すること、分
類項目の集約又は分割を行うことができる。
ア 小分類項目の下に細分類項目を設定することができる。ただし、この場合、小分類
項目と細分類項目の間の整合性を確保する必要がある。

イ 中分類項目に関して、当該項目に含まれる小分類項目の単位で分割し、分割前の当
該項目が属していた大分類項目内に新たな中分類項目を新設すること、及び同一大分
類項目内の複数の中分類項目を集約して、当該大分類項目内に新たな中分類項目を新
設することができる。

ウ 小分類項目に関して、当該項目を任意の単位で分割し、分割前の当該項目が属して
いた中分類項目内に新たな小分類項目を新設すること、及び同一中分類項目内の複数
の小分類項目を集約して、当該中分類項目内に新たな小分類項目を新設することがで
きる。

エ イ及びウにより分類項目を分割又は集約する場合、分割することによって新設した
分類項目を他の分類項目と集約すること、又は集約することによって新設した分類項
目を分割することは、職業分類の体系性を損なうおそれがあることから、これらを行
う場合は、職業分類を適用するものとはみなさない。

分類項目の集約又は分割

第１回職業分類改定研究会




